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一町田川水系一町田川 約6.8ha  
一町田川水系白木河内川約7.6ha

早浦川水系早浦川 約13ha  
佐敷川水系佐敷川約3.04ha
湯の浦川水系湯の浦川約45ha

川内川水系百次川約6ha

川内川水系勝目川約5ha

川内川水系山野川約40ha

×

高須川水系高須川約3ha

筑後川水系筑後川約6ha

黒仁田川約7ha

球磨川水系
小川、川辺川約177ha、川内川

市之俣川

福島川水系

福島川 約67.6ha、西方川 約2.2ha

×

令和２年７月豪雨による浸水状況について
令和2年7月31日8時時点

○ 7月28日から29日にかけて氾濫が発生した最上川を含む、国が管理する７水系７河川で河川からの氾濫が発生。

○ 国が管理する７水系１４河川では、本川の水位が高かったため、水路等が排水できず浸水が発生。

○ 県が管理する５７水系１８６河川で氾濫が発生。うち、鹿児島県が管理する川内川水系百次川、勝目川、山形県が管理する最上川水系白水川では、決壊に
よる浸水が発生。白水川では応急復旧工事が完了。

浸水被害が発生した河川

（河川管理者から報告があったもの）

※本情報は速報値であるため、今後の調査等で変わる可能性があります。

緑川水系

木山川 約87ha、岩戸川 約120ha

×

重信川水系内川約0.1ha

一ツ瀬川水系板谷川約0.2ha  
川内川水系川内川約1ha
鉄山川 約1ha、池島川 約1ha  

大淀川水系岩瀬川約1ha
本庄川約0.5ha
大淀川水系大淀川約0.7ha

市木川水系市木川約7.1ha 
本城川水系本城川約38ha

筑後川水系
大刀洗川、陣屋川、池田川、金丸川、下弓削川、堺川、口無川、 桂川

約278ha、荷原川 約11ha、広川、長延川、花宗川、通瀬川、 山ノ井川

、野上川、町田川 約12ha、玖珠川、二串川 約5.4ha、
東本川、池町川、宇田貫川、高良川、巨瀬川、不動川、藤町川、

三光川、江川、二又川 約4.8ha、山曽谷川、北川 約0.1ha、古川、

太田川 約1ha、秋光川、蓮原川、大木川、轟木川、西田川、沼川、
前川、寒水川、切通川、井柳川、田手川、馬場川、中津江川、 佐賀

江川

永田川水系永田川約0.8ha

石木津川水系石木津川

浜川水系浜川約0.2ha
大上戸川水系大上戸川約8ha
大上戸川水系藤の川約2ha
郡川水系佐奈河内川約19.7ha
鈴田川水系針尾川約7.2ha  
多良川水系多良川約0.1ha
大鞘川水系大鞘川約19ha
球磨川水系球磨川約1,060ha
二見川水系二見川約25ha

琴川水系琴川約0.1ha

肝属川水系肝属川

安楽川水系安楽川約25.8ha
千野川水系千野川約5.4ha

国分川水系江ノ口川約0.01ha

吉野川水系吉野川約1ha

氷川水系河俣川

肱川水系肱川約33ha

九州地方

四国地方

中国地方

河川名

河川名

国管理河川

県管理河川

×

30日14時以降

の報告分

決壊

木曽川水系
飛騨川約0.8ha、
白川約1.8ha、
む す ご が わ

無数河川約0.7ha

中部地方

高梁川水系高梁川約21.5ha
太田川水系三篠川 約0.2ha 芦田川水系天王前川 約0.1ha

国土交通省 水管理・国土保全局

江の川水系
渋谷川、谷戸川、西城川、田津谷川、都治川、 君

谷川 約2ha、矢谷川 約4.9ha、三谷川

江の川水系江の川約223ha

高梁川水系成羽川

沼田川水系霜降川

遠賀川水系彦山川約0.8ha
中川水系中川約0.3ha

山国川水系山国川、黒川約1.2ha  
高山川水系

溝井川 約1.8ha、高山川 約0.1ha
大分川水系
宮川 約1ha、大分川、

黒川 約1ha 、尼ヶ瀬川

祓川

大分川水系大分川約1.6ha
菊池川水系和仁川約13ha
関川水系関川約6.8ha  

境川水系境川約2.8ha

矢部川水系
大根川、楠田川、大倉谷川

嘉瀬川水系八田江

隈川水系隈川

堂面川水系堂面川、
白銀川、長溝川

大牟田川水系大牟田川

諏訪川水系諏訪川

かわうちがわ

馬淵川水系馬淵川約0.03ha

米代川水系米代川約16ha

雄物川水系雄物川約80.1ha

福部内川 約4.8ha、新波川 約1ha、
猿田川約80ha

東北地方

下浜鮎川水系下浜鮎川約0.2ha

小本川水系小本川約0.9ha  
雄物川水系丸子川約0.6ha

雄物川水系

せんだいがわ ももつぎがわ か つ め が わ しろみずがわ

最上川水系丹生川約10ha  
最上川水系

本沢川、大門川、富神川、荒町川、

八幡堂川、小鶴沢川、石子沢川、前川、

月布川、市の沢川、送橋川、蝉田川、

赤助川、小国沢川、沢の目川、田村川、

樽石川、銅山川、赤松川、松橋川、
角川、砂子沢川、角間沢川 約0.5ha、
京田川、黒瀬川、藤島川、釣網川、 野呂

川、朝日川、大旦川、樽川、

新堀川、田沢川、法師川、古佐川、 槙

川、寺川、白水川、蛭川、

熊野川、吉野川、五十沢川、
朧気川、野尻川、小見川、荷口川、 実

沢川

青竜寺川

最上川水系最上川約763.8ha  

最上川水系元宿川約5ha

最上川水系小国川約2ha

赤川水系赤川約23.5ha

最上川水系須川約10ha

最上川水系和田川約1ha

神通川水系大八賀川約0.02ha
赤川水系大山川約3.6ha  

信濃川水系犀川周辺約1.2ha
赤川水系

新内川、

阿武隈川水系阿武隈川約2ha

×
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 近年の⽔害の激甚化を踏まえ、緊急時において既存ダムの有効貯⽔容量を洪⽔調節に最⼤限活⽤で
きるよう、既存ダムの関係機関と河川管理者が連携して、既存ダムの洪⽔調節機能を強化するため、
令和2年5⽉29⽇に「治⽔協定」を締結。

 洪⽔時には、三重四⽔系６ダムで事前放流により最⼤で約1,700万m3※の洪⽔調節可能容量が⼀時的
に利⽔容量から確保され、現在より洪⽔調節機能が約30％強化。※協定前︓約5700万m3→協定後︓約7,400万m3

 今後、⼤きな台⾵などでは、洪⽔調節機能を強化するため、ダムからの放流操作を最も早い場合で、
台⾵来襲などが想定される３⽇前から始めることとなる。
三重四⽔系（鈴⿅川・雲出川・櫛⽥川・宮川）の既存ダム位置図

既設ダムの洪水調節強化
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予測される
流⼊総量

利⽔容量

三重四⽔系（鈴⿅川・雲出川・櫛⽥川・宮川）の既存ダムの洪⽔調節容量等の概要

利⽔容量
1,240万m3

現状【蓮ダム】

櫛⽥川⽔系(櫛⽥川）治⽔協定︓事前放流のイメージ

治⽔協定後
（事前放流）

ダム上流域の予測降⾬量が基準値を超過した場合

洪⽔調節容量
1,700万m3

洪⽔調節容量
1,700万m3
（最⼤2,004.6万
m3)
事前放流により容量を
⼀時確保 最⼤304.6万m3

既設ダムの洪水調節強化

※１君ヶ野ダム、蓮ダム、宮川ダムについ
ては、事前放流の運⽤を実施中。

※２君ヶ野ダム、宮川ダムについては、洪
⽔期の期間により治⽔容量と利⽔容量
の容量配分が変わるため最⼤値。

※３利⽔容量（利⽔容量率）については、
治⽔協定に基づき洪⽔時に⼀時的に
洪⽔調節可能容量として確保されるも
のであり、治⽔協定後も最⼤値は変わ
らない。

合計

鈴⿅川
加佐登調整池

（水機構）
300 0 300 0.0% 100.0% 300 0 30 30 10.0%

雲出川
君ヶ野ダム

※１

（三重県）
1,970 1,580※2 840※2 80.2% 42.6% 1,970 1,580※2 114 1,694 86.0%

櫛⽥川
蓮ダム

※１

（中部地整）
2,940 1,700 1,240 57.8% 42.2% 2,940 1,700 304.6 2,005 68.2%

宮川
宮川ダム

※１

(三重県）
5,650 2,450※2 5,000※2 43.4% 88.5% 5,650 2,450※2 638 3,088 54.7%

宮川
不動谷ダム
（中部電力）

4 0 4 0.0% 100.0% 4 0 3.2 3 80.0%

宮川
三瀬谷ダム
(中部電力）

400 0 400 0.0% 100.0% 400 0 578 578 144.5%

11,264 5,730 7,784 50.9% 69.1% 11,264 5,730 1,668 7,398 65.7%四⽔系計

洪⽔調節に
利⽤可能な
容量率

【最⼤値】

有効
貯⽔容量
(万m3)

洪⽔調節
容量
(万m3)

【最⼤値】

利⽔容量
(万m3)

【最⼤値】
※3

有効
貯⽔容量
(万m3)

洪⽔調節
容量
(万m3)

【最⼤値】

洪⽔調節
可能容量
（万m3)
【最⼤値】

⽔系 ダム名

諸元：(洪⽔期)

洪⽔調節
容量率

【最⼤値】

利⽔
容量率

【最⼤値】
※3

治⽔協定後
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あらゆる関係者により流域全体で行う「流域治水」への転換
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施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪水に備える、水防災意識社会の再構築
洪水防御の効果の高いハード対策と命を守るための避難対策とのソフト対策の組合せ

今後も水災害が激化。これまでの
水災害対策では安全度の早期向上
に限界があるため、整備の加速と、
対策手法の充実が必要。

気候変動の影響

人口減少や少子高齢化が進む中、
「コンパクト+ネットワーク」を
基本とした国土形成により地域の
活力を維持するためにも、水災害
に強い安全・安心なまちづくりが
必要。

社会の動向

5GやAI技術やビッグデータの活
用、情報通信技術の進展は著しく、
これらの技術を避難行動の支援や
防災施策にも活用していくことが
必要。

技術革新

○ 近年の水災害による甚大な被害を受けて、施設能力を超過する洪水が発生することを前提に、社会全体で洪
水に備える水防災意識社会の再構築を一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、あらゆる関
係者が協働して流域全体で行う、流域治水への転換を推進し、防災・減災が主流となる社会を目指す。

「流域治水」の方向性～気候変動を踏まえた総合的かつ多層的な水災害対策～

これまでの対策

こ
れ
か
ら
の
対
策

気候変動を踏まえた、計画の見直し

持続可能性

将来にわたり、継続的に対策に
取組、社会や経済を発展させる

河川の流域全体のあらゆる関係者が協働して
流域全体で行う持続可能な治水対策

「流域治水」への転換

強靭性

甚大な被害を回避し、早期復旧・
復興まで見据えて、事前に備える

包摂性

あらゆる主体が協力して
対策に取り組む

変

化

対策の
重要な
観点
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○ 近年の水災害による甚大な被害を受け、施設能力を超過する洪水が発生するものへと
意識を改革し、氾濫に備える、「水防災意識社会」の再構築を進めてきた。

○ 今後、この取組をさらに一歩進め、気候変動の影響や社会状況の変化など
を踏まえ、あらゆる関係者が協働して流域全体で対応する「流域治水」へ転換。

流
域
治
水

治水対策
を転換

従
来
の
治
水

防災・減災が主流となる社会「水防災意識社会」
の再構築

気候変動
社会動向の変化

（人口減少・Society5.0など）

河川、下水道、砂防、海岸等
の管理者主体のハード対策

役割分担を明確化した対策

河川区域や集水域において対
策を実施。

河川区域等が中心の対策

国・都道府県・市町村、企業・
住民など流域全体のあらゆる関
係者による治水対策

河川区域や集水域のみならず、
氾濫域含めた流域全体で対策を
実施。

あらゆる関係者の協働による対策

あらゆる場所における対策

流域治水への転換
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○河川、下水道、砂防、海岸等の管理者が主体となって行う治水対策に加え、集水域と河
川区域のみならず、氾濫域も含めて一つの流域として捉え、その流域の関係者全員が
協働して、①氾濫をできるだけ防ぐ対策、②被害対象を減少させるための対策、③被害
の軽減、早期復旧・復興のための対策、を総合的かつ多層的に取り組む。

集水域

氾濫域氾濫域

海岸管理者

河川管理者

下水道管理者

利水事業者

農業従事者

民間企業

公共交通機関

民間ビル

砂防

地域住民

①【氾濫をできるだけ防ぐための対策】
氾濫を防ぐ堤防等の治水施設や流域の貯留施設等
整備

②【被害対象を減少させるための対策】
氾濫した場合を想定して、被害を回避するための
まちづくりや住まい方の工夫等

③【被害の軽減・早期復旧・復興のための対策】
氾濫の発生に際し、確実な避難や経済被害軽減、
早期の復旧・復興のための対策

貯留

流域治水の考え方
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ためる 氾濫水を減らす

【さらなる堤防強化】
・越流・越波した場合であっても
決壊しにくい「粘り強い堤防」を
目指した堤防の強化を実施

・更なる堤防の強化に向け、継続
的な技術開発

【企業等の様々な関係者の参画と全国展開】

・利水ダム等の事前放流の本格化

・民間ビル等の貯留浸透施設の整備

・流域対策の拡充と全国展開

・遊水機能を有する土地の保全

【整備の加速】
・堤防整備や河道掘削、ダム、遊水地等の整備

流す

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

○ 流域全体で「ためる」対策、「ながす」対策、「氾濫水を減らす」対策、「浸水範囲を限定する」対策
※を組み合わせ、整備を加速化。

○ 都市化が著しい河川で進めてきた流域の貯留対策を、全国に展開し、手段も充実。

○ 氾濫が発生したとしても氾濫水を少なくするために、堤防の決壊を防ぐ取組を推進。

・都市部の河川
流域を中心に、
雨水貯留浸透施
設の整備を実施

・堤防決壊までの時間を少しで
も引き延ばすよう、堤防構造を
工夫する対策を実施

・遊水地の整備、
ダムの建設・再生
を実施して治水容
量を確保

・河川改修を上
下流・左右岸バ
ランスを考慮し、
下流から順次実
施

対策のスピードアップ、多様な関係者が協働して実施、対策エリアの拡大

河川区域集水域

※次ページにおいて解説

越流・越波を想定した
堤防強化の取組を推進

河川区域 河川区域

（エリアの拡大）

（関係者の協働）

（関係者の協働）

（関係者の協働）

（エリアの拡大）
（関係者の協働）

①氾濫をできるだけ防ぐための対策
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○ 流域全体で「水災害リスクがより低い区域への誘導・住まい方の工夫」、「浸水範囲の限定」、
「氾濫水を減らす」対策※を組み合わせ、対策を加速化。

○ 氾濫が発生しても、二線堤などにより、浸水の拡大を防ぎ、被害を最小化。

洪水に対する災害危険区域の指定や、建築規制の
取組はまだ事例が少ない

水災害リスクがより低い区域への誘導
・住まい方の工夫

水災害リスクがより低い区域への誘導
・住まい方の工夫を推進

コンパクトなまちづくりにおいて防災にも配慮し、より
水災害リスクの低い地域への居住や都市機能を誘導。

水災害リスクがあるエリアで、建物を浸水しない高さま
で高床化するなど住まい方の工夫を推進

不動産取引時の水害リスク情報提供、保険・金融による誘
導の検討

浸水範囲の限定

二線堤、輪中堤など、氾濫水を制御し、氾濫範囲
を限定する取組はまだ事例が少ない

盛土構造物の設置、既存施設の活用などによる
浸水範囲の限定を推進

二線堤の整備や自然堤防
の保全により、浸水範囲
を限定。

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

浸水想定区域の指定の推進とともに、リスク情報の空白
域を解消。

二線堤

輪中堤

二線堤

※前ページにおいて解説

②被害対象を減少させるための対策
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・被害が大きい河川の洪水予測等や浸水想定区域の
提供
・市町村から情報による住民の避難行動
・水災害リスクの高い、地下街や要配慮者施設は避
難確保計画等を策定

避難体制を強化して命を守る

広範囲で
大規模な

災害が発生

リスク情報が公表
されているエリア
でも被害が発生

リスク情報の空白域
で災害が発生

浸水想定区域の指定の推進とともに、リスク情報の空白域
を解消。

民間ビルの活用や高台整備により、近傍の避難場所を確保

各地区における個人の防災計画の作成、防災情報の表現の
工夫

長時間予報や水系全体や高潮等の水位・予測情報を提供

発災による経済被害
の軽減に努める

より早期の復興のた
め水害保険や金融商
品の充実により、個
人の備えを推進

公共交通機関等の
インフラの被災により

経済被害が拡大

被害の広域化・長期化に
よる経済被害の

拡大が懸念

様々な民間企業など
の拠点と、
ネットワークを支え
る社会インフラを
一体的に浸水対策を
実施

より早期の復旧のた
めに、国などに加え、
民間企業に協力を求
める

こ
れ
ま
で
の
取
組

こ
れ
か
ら
の
取
組

被災後に早期復
旧・復興を目指す

大規模工場の浸水対
策など供給拠点の減
災対策を推進

発災後、国などが
中心となって被災
地の復旧・復興を
支援

○流域全体で「避難」、「経済被害軽減」、「早期復旧・復興」の対策を組み合わせ、被害を最小化。
○これらの取組を推進するため水災害リスク情報を充実。
○様々な民間企業や社会インフラの一体的な浸水対策により経済被害を軽減する。
○被災しても早期復旧できるよう、流域の関係者が一体となった取組を強化。

③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策
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②被害対象を減少させるための対策

○ 気候変動の影響や社会状況の変化などを踏まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働して流域全体で行う治水対策、
「流域治水」へ転換。

○ 治水計画を「気候変動による降雨量の増加などを考慮したもの」に見直し、集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含
めて一つの流域として捉え、地域の特性に応じ、①氾濫をできるだけ防ぐ対策、②被害対象を減少させるための対策、
③被害の軽減・早期復旧・復興のための対策をハード・ソフト一体で多層的に進める。

①氾濫をできるだけ防ぐ ③被害の軽減・早期復旧・復興

集水域

（氾濫水を減らす）
「粘り強い堤防」を目指し
た堤防強化等
⇒ 国・県

（持続可能な河道の流下
能力の維持・向上）
河床掘削、引堤、砂防堰
堤、雨水排水施設等の整
備 ⇒ 国・県・市

（流水の貯留）
利⽔ダム等において貯留⽔
を事前に放流し洪⽔調節に
活⽤
⇒ 国・県・市・利水者

（雨水貯留機能の拡大）
雨水貯留浸透施設の整備、
田んぼやため池等の高度利用
⇒ 県・市、企業、住民

（氾濫範囲を減らす）
二線堤の整備、自然堤
防の保全
⇒ 国・県・市

（リスクの低いエリアへ誘導・
住まい方の工夫）
土地利用規制、誘導、移転促進
不動産取引時の水害リスク情報
提供、金融による誘導の検討
⇒ 市、企業、住民

土地利用と一体となっ
た遊水機能の向上
⇒ 国・県・市

（避難体制を強化する）
長期予測の技術開発、リア
ルタイム浸水・決壊把握
⇒ 国・県・市

（経済被害の最小化）
工場や建築物の浸水対策、
BCPの策定 ⇒企業、住民

（被災自治体の支援体制充実）
官民連携によるTEC-FORCE
の体制強化⇒ 国・企業

（住まい方の工夫）
不動産取引時の水害リスク
情報提供、金融商品を通じ
た浸水対策の促進
⇒ 企業、住民

氾濫域

河川区域

河川区域

集水域/氾濫域

治水ダムの再生集水域
利水ダムの活用

貯留
移転

二線堤整備

遊水地

氾濫域
氾濫域

（土地のリスク情報の充実）
水害リスク情報の空白地帯解
消、多段型水害リスク情報を
発信 ⇒ 国・県

（氾濫水を早く排除する）
排水門等の整備、排水強化
⇒ 国・県・市等

堤防強化

貯留施設整備

田んぼ等
高度利用

土砂・流木の補足

流域治水の施策のイメージ
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